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“e Kim Dae-Jung Treason Case” and the Lifesaving 
Movement in Japan
Keunju Jeong
is paper claries the involvement of the Japanese citizens’ society in the South Korean Democrati-
zation Movement, and inquires into the significance of the contemporary history of the Japan‒Korea  
relationship.
In concrete terms, “e Kim Dae-Jung Treason Case” that was brought about by the Chun Doo-
hwan military government that arose in May 1980, the response to that case of the Japanese government 
and all of the dierent social worlds, and the lifesaving movement of the entire nation of Japan are taken 
up in this paper.
rough this analysis, this paper has inquired into what sort of response toward “e Kim Dae-jung 
Treason Case” was generated by the Japanese government and the citizens’ society, what sort of con-
sciousness existed from the standpoint of the various worlds and the various organizations, and what can 
be considered the background out of which that response emerged.
And I wish this paper serves the role to deepen the understanding of the present Japan-Korea rela-
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̶     ̶361
韓国民主化支援運動と日韓関係
ようとする」，「海外滞在中，『北』の主張に同調・迎合する発言をためらうことなく恣行した」など

















1980年 8月 1日，金大中ら 23人の軍法会議への起訴が発表され，14日に初公判，9月 11日には
結審公判が開かれ死刑が求刑された。13日には 2時間の最後陳述が行われ，17日，韓民統日本本部
議長であることを理由とする国家保安法第 1条の適用により求刑通り死刑判決が下された。控訴する
も 11月 3日に棄却され，1981年 1月 23日，最高裁判所に当たる韓国の大法院は上告を棄却し死刑
を確定したが，直後の臨時閣議によって無期懲役への減刑が決定された 6。死刑は免れたが，軍法会
議の違法だらけの判決を拒否せず認めたことは，韓国の司法の大きな汚点であったと言える。その後
































































































































































































































月 26日から 9月 14日まで国連人権委員会に提訴する 20万人署名運動を行った。同時に始まった
「テント闘争」は 8月 3日まで続き同委員会の運動の主軸となった。






































である『民族時報』の 1980年 8月 1日付けで，趙活俊（韓民統事務総長）は「政府を僭称したり国
家を変乱する目的で結成された」として韓民統が取り上げられたことについて，「日本の韓民統も米
国の韓民統も過去に亡命政権的な政府を僭称したり話したことはない」と断定した。そして，韓民統

















































を表明する声明を発表した 41。それに続き 12月 17日，日本全国の国公私立大学の現・前職の総長・
学長の 72名，長野県の大学教員 345人などが重刑判決に反対し救出を要求する声明を発表した。

































していた 5月 13日から 15日の間に，金大中はデモの自制を訴える声明を発表している。
3 同氏は 2003年の特別再審により「憲政秩序の破壊犯罪の行為を阻止・反対した行為」として認められ，無罪判決を受けた。
4 韓勝憲『分断時代の法廷』凡友社，韓国，2006年，118頁。






いない政権に全面的に協力する」（玉城栄一，共産党），『第 92回国会衆議院法務委員会国会議事録』第 2号，1980年 8月
27日，9‒10頁。
9 「政治決着というものが事実上破られておる」（河上民雄，社会党），『第 92回国会衆議院外務委員会国会議事録』第 2号，
1980年 8月 19日，8頁。
10 『第 92回国会参議院内閣委員会国会議事録』閉 1号，1980年 8月 12日，17‒19頁。
11 和田春樹『韓国民衆をみつめること』創樹社，1981年，151‒152頁。
12 『朝鮮日報』1980年 12月 5日。
13 怪文書の内容やそれに基づいた記事の詳細な紹介は，和田春樹『韓国民衆をみつめること』125‒152頁を参照。





















26 日韓連帯員会「意見『金大中氏拉致事件十年をふりかえって』」『会報』（号外），1983年 8月 1日。
27 清水知久「金大中事件以後十年をかえりみて②―恥から誇りへの学校」『シアレヒム』1984年 8月号，16‒17頁。
28 和田春樹『韓国民衆をみつめること』，38頁。
29 『総評新聞』1980年 2月 8日。
30 本稿において後述する総評の救命運動形態の記録および詳細は，当時の『総評新聞』の記事を参照。












37 「日本政府に対する要請書」『民族時報』1980年 8月 25日付を参照。
38 同会で日本以外の各地域代表として参加したのは，韓民統主席議長・米州民連常任顧問の林昌栄，韓民統欧州地域議長・在
西独民連顧問の尹伊桑，韓民統カナダ地域議長・国際テコンドー連盟総帥の崔泓煕であった。
39 『民族時報』1981年 2月 1日，『民族時報』1981年 3月 1日を参照。
40 『民族時報』1980年 8月 11日。
41 『民族時報』1980年 11月 11日。
